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１. 概要 

近年、異常気象や巨大地震により、ため池堤防の

決壊や、河川氾濫が頻繁に発生し、経済活動へ大き

な影響を与えている。農林水産省においては管轄の

既設構造物の中でも水防災に重要な設備である揚

排水機場(以下、基準に合わせ「ポンプ場」と称す)に

対して巨大地震への備えとした耐震照査が急務と

なっており、業務の発注が急増している。 

ポンプ場は、設置位置や利用規模により特殊性を

伴う構造物であるため、耐震照査を行うに当り、土地

改良施設の設計基準 1)に示された設計計算例(以下、

計算例と称す)をそのまま適用するだけでは不十分

であり、それぞれの構造的特徴を適切に評価した耐

震解析、照査を行う必要がある。 

本稿では、実務上、ポンプ場の構造的特徴をある

程度整理し、耐震性能を適切に評価するための方

法について述べる。 

 

２. 検討条件の設定方法 

設計基準においては、ポンプ場を一つの代表的

な単位長さの断面に置き換えて検討断面を設定し、

計算例を掲載している。計算例のポンプ場一般図と

検討断面図を図 1 に示す。 

しかし実際は、開水路が吸水槽と一体化している

ものや、吸水槽流入部に傾斜があるものなど、複雑

な構造のポンプ場が数多く存在している。このような 

 

・平面図及び縦断面図 

 

・検討断面(ポンプ芯断面) 

図 1 ポンプ場一般図(計算例)と検討断面図 
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が、実務的には、道路交通騒音に対しては ASJ 

RTN-Model 2013、建設機械騒音に対しては ASJ 

CN-Model 2007 を用いることが多い。 

 

(a) ASJ CN-Model 2007 による予測結果 

 

(b) ISO 9613-2 による予測結果 

図 6 建設機械騒音の予測結果 

 

風力発電施設に対しては(国研)新エネルギー・産

業技術総合開発機構による「風力発電のための環境

影響評価マニュアル(第 2 版)」（以下 NEDO マニュ

アル）とISO 9613-2が多く使われており、このうちISO 

9613-2 は NEDO マニュアルと比較して詳細な条件

を組み入れることができるとされている。 

火力発電施設や大規模工場などに対しては ASJ 

CN-Model 2007 または ISO 9613-2 に準じた方法を

用いていることが多いようである。 

SoundPLAN®では上記に示した各種の規格に準

拠した予測手法に対応しており、環境影響評価の実

務者にとって有用なものとなっている。 

また、騒音源の特性などの諸元をライブラリにより

管理することや、オブジェクトを 3 次元表示して位置

や形状を確認しながらモデル作成を行えることにより、

モデル作成の段階での作業効率の向上を図ることが

できる。 

更に、予測結果を数値とグラフィックで表現でき、

異なる条件による予測結果の比較や対策効果の確

認も容易であるなど、事業による影響の検討や関係

者間の合意の形成にも役立つものである。 

 

６. 最後に 

SoundPLAN®というプラットフォームを用いて騒音

予測を行う場合、基となるデータがあれば当初の予

測条件から一部のみを変更することが容易となる。

データの作成方法を理解している第三者であれば、

予測に用いたデータを確認し、予測結果を検証する

ことも可能である。 

また、事業の初期段階における概略検討から詳細

な検討へと進む際に、データを正しく引き継ぐことに

よって前の段階での検討結果との整合性について

の問題は生じないことになり、検討に要するコストの

削減につながることも期待できる。 
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ポンプ場は構造上の特徴を踏まえ、複数断面に分

割して検討を行う必要がある。以降に複数断面の検

討を行う際に配慮すべき事項を順次記載する。 

 

２．１  断面選定 

本稿における事例として、複数断面を選定する必

要があるポンプ場の一般図及び検討断面図を図 2

に示す。この施設では形状に着目し、流入側から、

①開水路位置、②除塵機位置、③ポンプ芯位置、 

④冷却水槽位置の最低 4 断面が必要となる。同一

断面の範囲内で配筋条件が異なる場合は、鉄筋量

が小さい方を選定し安全側の検討を行うか、さらに 2

つの断面に分割しそれぞれの断面について検討を

行う。 

 

・平面図及び縦断面図 

 

①開水路断面 

 

 

②除塵機断面 

 

③ポンプ芯断面 

 

④冷却水槽断面 

図 2 ポンプ場一般図と本稿検討断面図 

 

２．２  荷重条件 

ポンプ場の耐震照査を複数の断面に分けて行う

上で特に重要な荷重条件は下記の 3 点と考える。 

○機器重量 

○杭反力 

○慣性力 

計算例に記載されている荷重条件は、前述の通り

代表断面に載荷する安全側に設定した荷重である。 

複数の断面で検討を行う必要がある場合、それぞ

れの断面に対して、適切に荷重条件を設定する必

要がある。 

① ② ③ ④
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 機器重量 

発電機、減速機、ポンプ及び弁などの固定荷重に

ついては、その自重及び慣性力が作用する。各機器

重量について設計図書もしくはメーカーへのヒアリン

グにより確認し、ポンプ場本体へ基礎コンクリートの

分布範囲を考慮して作用させる必要がある。 

図 3 に示す機器重量が分割した検討断面に作用

する場合、各断面に作用する荷重を検討する。なお、

計算例では安全側に配慮し、最も大きい荷重条件と

なるポンプ重量（W4）を考慮している。 

 

図 3 機器荷重条件 

 

検討断面を分割する場合、以下のような荷重の分

配を検討する必要がある。 

①開水路断面及び、②除塵機断面には、図 3 の

荷重は作用しない。一般的に①,②断面には除塵機

が載荷されるため、塵芥の影響などを考慮した荷重

を考慮する。 

③ポンプ芯断面には、W1,W3,W4 について単位

幅で最も厳しい条件となる荷重を考慮する。 

④冷却水槽断面には、W5,W6 が考えられるが、

W6 は、褄部の土留め壁上に載荷することとなるため、

検討断面には考慮しない。 

 

 

 

 杭反力 

杭反力は一般的に、境界条件として杭位置に杭を

バネとして検討断面に設ける方法と、安定計算により

各杭の反力を算定して検討断面に作用させる二通り

の方法がある。基準上は後者の考え方を原則とし、

各杭反力を検討断面に平均化して作用させる。 

複数の検討断面に考慮する場合においても、まず

安定計算を行い、各杭反力を求める必要がある。 

この杭反力について、各断面の有効範囲に存在

する杭の影響範囲を考慮して検討断面に杭反力を

作用させる。杭伏図を図 4 に示す。 

 

図 4 杭伏図と各断面の有効範囲 

 

事例の構造物において、各断面に作用する杭反

力を求める場合、例えば③断面の杭反力は列番号4

番と5番及び列番号3番と6番の1/2を考慮する

など、範囲内の杭反力と境界上の杭反力につい

て、適宜その影響を考慮すればよい。ただし、

④断面における行番号4番の杭は、底版の支間中

央付近の反力となるため大きな断面力が生じる

結果となる。しかしながら、この杭は水流直角

方向の壁直下に配置されているため、隣接する

行番号 3 番、5 番に杭反力を分配するなどの配慮

が必要である。なお、各断面に作用する杭反力は、

断面の延長長さで除して、単位幅当りの荷重として

モデルに反映する。 
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 慣性力 

慣性力は、躯体及び固定荷重として存在する機器

に作用する。計算例では、躯体に作用する慣性力は、

ポンプ場全体に作用する慣性力による水平力を躯

体全長で除することで単位長さ当りの慣性力として

考慮している。 

複数の断面に分割する場合、上記の荷重に対し

て有効長を考慮するという方法もあるが、局所的な荷

重(ポンプや除塵機など)は、考慮すべき断面に対し

て有効長で除して作用させることが望ましい。 

また、杭基礎の底版に作用する水平力 HF は算出

方法に特徴があり、以下の式により平米当りの荷重と

して算定する。 

HF= （躯体の全慣性力[kN]／躯体全長[m]－頂版

及び壁自重の慣性力[kN/m]）／底版全スパン長[m] 

ポンプ場本体の部材に直交する水圧壁や土圧壁

の剛性は一般に無視して計算されるが、これらの直

交する部材の慣性力は底版に作用する軸力としての

み考慮するという考え方である。 

 建屋荷重 

地震時に考慮する建屋荷重（柱の軸力、水平力）

として、鉛直力は、地震時における建屋の転倒モー

メントによる鉛直力の増減を長期軸力に考慮した軸

力を用い、水平力は、長期軸力に土木基準による設

計水平震度を乗じて求める。 

したがって、長期軸力に増減を考慮するための建

屋の地震時慣性力は、土木基準により算出する必要

がある。建屋の耐震診断における柱脚軸力を安易に

用いてはならないことに留意すべきである。 

また杭反力と同様に、建屋の柱軸力についても、

検討断面毎に影響範囲を考慮し、適切に分配する

必要がある。 

３. 考察 

断面選定について、比較的単純な構造であれば、

計算と同様に一つの断面に集約することも技術者判

断の範疇にあると考える。 

しかしながら、ポンプ場は、構造設計において水

理計算に基づきポンプ等が選定され、必要とする機

器荷重に対して、経済的な構造断面を決定している。

そのため通常は流水方向に構造断面は変化して然

るべきである。 

今回事例のモデルにおいても、③断面と④断面を

一体として検討した場合、照査結果は OK 判定で

あったが、分割した場合、④断面については NG 判

定が得られた。④断面が③断面と異なる条件として、

冷却水槽内は水位が高く、動水圧の影響が大きいこ

とや、躯体の配筋が③断面に比べて鉄筋量が少な

いことが要因であった。 

このように、ポンプ場の断面構造が複雑に変化し

ている場合、平均的な断面にのみ着目して評価する

ことは危険側の予測となる可能性を秘めている。断

面構造や荷重条件に着目し、必要に応じて検討断

面を適切に分割した上で、各断面における耐震性能

照査を実施することで、適切な耐震性能の評価を行

うことができると考える。 
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